
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,522 円 3,854 円

3,623 円 3,966 円

3,623 円 4,056 円

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

条 例 上 の 使 用 料 *1
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

平成25年度

実 質 的 な 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

16.8 人/ha

3箇所　千代田浄化センター、大朝浄化センター、新庄浄化センター

流域下水道等への接続なし

処 理 区 数 3地区　千代田処理区、大朝処理区、新庄処理区

北広島町下水道事業経営戦略

平成5年度供用開始
（供用開始後 23年経過）

北広島町

特定環境保全公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

広域化・共同化・最適化
実施状況

下水道汚泥の共同処理について、広島市を中枢都市とした広域連携会議に参画しています。

*1　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*2　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用企業

基本水量 基本料金 超過水量 超過料金（1㎥）

　5㎥を超え10㎥まで 145.8円　

　10㎥を超え30㎥まで 192.24円　

　30㎥を超え50㎥まで 204.12円　

　50㎥を超え100㎥まで 237.6円　

　100㎥を超えるもの 259.2円　

区分
使用料（1ヶ月につき）

一般用 5㎥まで 972円



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

　本町のこれまでの人口の推移をみると、昭和35（1960）年から昭和45（1970）年まで急激な人口減少が続き、昭和50（1975）年頃からゆるやかな人口減少で推
移し、平成28年10月末時点では19,298人となっています。今後も人口の減少率は年1.4％前後で推移するものと予想され、国立社会保障・人口問題研究所によ
る将来人口推計（基準年2010年）によると、平成37（2025）年には16,574人、平成57（2045）年には12,566人、平成72（2060）年には1万人を下回り9,963人となる見
込みとしています。人口減少は下水道使用料収入の減少に直結するため、下水道事業運営に関わる大きな問題となります。人口減少に伴う使用料収入の減
少、下水道施設の老朽化による更新コストの発生など、今後の下水道事業を取り巻く環境は非常に厳しくなることが予想されます。

　下水道事業は地域住民の生活に欠くことのできない、重要な生活インフラですので、将来世代にわたり良質な下水道サービスを安定的に提供する必要があり
ます。そのため、計画的な維持管理・更新や、適正な経営に努め、『下水道サービスの提供を通し、住みよい街づくりに貢献する』ことを基本理念とし、下記の3つ
の基本方針のもと、中長期的な基本計画である経営戦略を策定します。

■安全・安心・快適な生活の提供
　下水道整備をはじめ、機能の向上や耐震性の強化、防災対策などに取り組み、全ての住民に安全・安心・快適な生活を提供します。

■環境負荷の低減
　公共用水域の水質保全のため、汚水処理の適正化や処理区域の全加入に向け努めます。

■持続的な下水道事業運営
　下水道施設の計画的な更新など、中長期的な視点から下水道事業運営を捉え、経営基盤の強化を図りながら、良質で安定した下水道サービスを持続的に提
供します。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当なし。

　該当なし。

 イ　指定管理者制度

　下水道実施設計業務、長寿命化計画策定業務、汚泥処理業務、汚泥収集運搬業
務、浄化センター維持管理業務、管路点検清掃業務等を民間委託しています。

民 間 活 用 の 状 況

　平成28年度に策定・公表しました、平成27年度決算「経営比較分析表」を添付しております。
　経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経営比較や他公営企業との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行うことにより、経営の現状及び
課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

職 員 数
　平成28年度現在、上下水道課は10人で構成されています。下水道事業・農業集落排水事業の運営に携わる職員は、支所を含め5人
体制となっています。

　該当なし。

　該当なし。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）

上下水道課

工務係

管理係



３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

■投資の目標に関する事項
　平成35年度を整備完了の目標年度としています。

■管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　特定環境保全公共下水道事業は整備途中ですので、順次整備を進めます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

■財源の目標
　一般会計からの繰入金を減らしていくため、使用料収納の徹底とコスト削減に努めます。

■使用料収入の見通しと、使用料の見直しに関して
　特定環境保全公共下水道事業は整備途中ですので、計画期間中は使用料収入の増加を見込んでいます。しかし、人口減少により、大幅な増加は見込まれ
ず、収納率及び水洗化率の向上に努め、微増となる計画としています。
　また、消費税増税に伴う改定を含み、4～5年おきに使用料の改定を計画しています。

■企業債に関する事項
　平成32年度までの起債を計画しています。

■職員給与費に関する事項
　計画期間中の職員数の変更は行わず、現行の体制で事業運営を行う計画としています。

■動力費に関する事項
　過去5年間の動力費の平均伸び率をもとに、計画期間中の費用を推計しました。

■修繕費に関する事項
　過去5年間の修繕費の平均をもとに、計画期間中の費用を推計しました。

■材料費に関する事項
　過去5年間の材料費の伸び率をもとに、計画期間中の費用を推計しました。

■薬品費に関する事項
　過去5年間の薬品費の平均伸び率をもとに、計画期間中の費用を推計しました。

■委託費に関する事項
　過去3年間の委託費の平均をもとに、計画期間中の費用を推計しました。

投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　計画期間中のPPP/PFI事業は計画していませんが、国や他団体の動向を注視し、本町に見合っ
た施策を随時検討します。

　管渠等で計画期間中に耐用年数を経過するものはありませんが、管渠等の更新には多額のコス
トがかかるため、投資の平準化を検討します。

　採算性・費用対効果を念頭に置き、本町に見合った施策を随時検討します。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　本町の規模・財政状態等から、収入増につながる資産活用は実施していませんが、本町に見合っ
た資産活用を随時検討します。

　持続的な下水道サービスを提供していくためには、適正な使用料設定が必要であり、消費税増税
に伴う改定を含め、4～5年おきの定期的な使用料の改定を検討する必要があります。使用料の見直しに関する事項

　コスト削減につながる取り組みを、随時検討します。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　包括的民間委託等、PPP/PFIなどは実施していませんが、民間活力の活用によるコスト削減の取
り組みを随時検討します。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の事後検証は、総務省より通知されました、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」を基
に各年度末に行います。また見直し（ローリング）についても5年毎に実施して参ります。

職員給与費に関する事項 　人員数の変更は計画していませんが、業務内容の変化に応じて職員の増減を検討します。

動力費に関する事項 　電力自由化など経費削減につながる取り組みを、随時検討します。

修繕費に関する事項 　修繕計画に基づく修繕工事を実施すべく、財源の確保に努めます。

委託費に関する事項 　業務内容の見直しを随時行い、経費の削減・効率化に努めます。

その他の取組 　収納率・水洗化率の向上など財源確保につながる経費について費用対効果を検証し取り組みま
す。

薬品費に関する事項



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　類似団体の平均数値と比較すると、本町の特定環
境保全公共下水道事業は比較的良好な数値となって
いる。一方で、単年度収支が赤字であることや経費
回収率が100％未満であることなどの課題もあるこ
とから、平成28年度に策定する経営戦略に基づき今
後も経営改善に向けてより計画的に運営を行ってい
く必要がある。また、水洗化率についても100％に
近づけるように取組みを進めていきたい。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

③現状では法定耐用年数を超える管路は出ていない
状況であるが、施設の老朽化が進むにつれ更新に向
けた対策も必要となってくることから、適正な時期
に適正な管路更新ができるよう、計画的な資産管理
を行う。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①収益的収支比率は100％を下回っており、単年度
収支は赤字である。総収益は増加傾向にあるものの
総費用は高額で推移し、地方債償還額も増加傾向に
あることから、今後は単年度収支赤字解消に向けて
経営改善に取り組んでいくことが必要である。
④企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均を下
回る比率となっている。さらに、企業債現在高は順
調に減少しており、それに伴い比率も減少傾向にあ
ることから、全体としては良化していると考える。
⑤経費回収率は、類似団体平均を上回る数値で推移
しているが、比率は100％を下回っており、単独で
の経営ができているとは言えない状況となってい
る。今後、使用料収入の見直しや汚水処理に係る費
用の削減など健全経営ができるよう取組みを進めて
いく。
⑥汚水処理原価は、類似団体平均よりも低い数値で
推移しており、他団体と比較しても効率的な汚水処
理を実施していると考える。今後、経年による施設
の老朽化が想定される中、健全経営を図っていくた
めの対策を検討していく必要がある。
⑦施設利用率は、類似団体平均を下回っており、施
設の効率性の面では、現状は適正な施設規模とは言
い難い数値で推移している。しかしながら、施設の
利用率は年々上昇傾向にあり、また、今後も上昇が
見込まれることを踏まえると、将来的には適正な規
模として機能すると考える。
⑧水洗化率は80％台で、類似団体平均よりも高い数
値で推移している。今後、水洗化率100％達成に向
けた取組みを引き続き進めていく。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 25.91 66.80 3,623 5,019 2.99 1,678.60 【】

30.11 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 19,459 646.20

経営比較分析表
広島県　北広島町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.10 0.11 0.05 0.04 0.07

89.50

90.00

90.50

91.00

91.50

92.00

92.50

93.00

93.50

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 92.29 90.99 90.91 92.53 92.97

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 903.91 874.07 883.37 709.87 668.82

平均値 1,764.87 1,622.51 1,569.13 1,436.00 1,434.89

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 87.55 80.10 78.58 83.60 84.77

平均値 60.75 62.83 64.63 66.56 66.22

225.00

230.00

235.00

240.00

245.00

250.00

255.00

260.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 238.03 241.54 245.26 237.25 239.26

平均値 256.00 250.43 245.75 244.29 246.72

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 24.54 26.31 27.76 29.52 40.03

平均値 41.59 42.31 43.65 43.58 41.35

77.00

78.00

79.00

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 83.44 84.16 85.66 85.64 86.73

平均値 80.47 81.30 82.20 82.35 82.90

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,457.06】

【81.28】【40.31】【250.25】【64.73】

【0.10】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 272,031 282,035 270,617 288,133 286,313 284,512 282,731 280,969 273,409 251,774 228,607 219,525

（１） (B) 94,233 97,692 96,417 96,513 96,610 96,706 96,803 96,900 96,997 97,094 97,191 97,288

ア 94,233 97,692 96,417 96,513 96,610 96,706 96,803 96,900 96,997 97,094 97,191 97,288

イ (C)

ウ

（２） 177,798 184,343 174,200 191,620 189,703 187,806 185,928 184,069 176,412 154,680 131,416 122,237

ア 177,737 184,342 174,200 191,620 189,703 187,806 185,928 184,069 176,412 154,680 131,416 122,237

イ 61 1

２ (D) 152,389 150,913 144,870 141,523 138,023 134,393 130,655 126,933 123,400 120,281 117,948 116,297

（１） 98,323 99,794 97,320 97,871 98,443 99,037 99,654 100,294 100,958 101,647 102,363 103,106

ア 4,744 5,048 4,566 4,566 4,566 4,566 4,566 4,566 4,566 4,566 4,566 4,566

イ 93,579 94,746 92,754 93,305 93,877 94,471 95,088 95,728 96,392 97,081 97,797 98,540

（２） 54,066 51,119 47,550 43,652 39,580 35,356 31,001 26,639 22,442 18,634 15,585 13,191

ア 54,066 51,119 47,550 43,652 39,580 35,356 31,001 26,639 22,442 18,634 15,585 13,191

イ

３ (E) 119,642 131,122 125,747 146,610 148,290 150,119 152,076 154,036 150,009 131,493 110,659 103,228

1 (F) 178,374 163,777 89,935 156,555 54,222 61,512 54,568 46,515 38,198 34,431 30,119 29,190

（１） 71,800 53,600 34,700 50,000 5,000 5,000 5,000

（２） 36,289 72,646 32,639 66,459 49,222 56,512 49,568 46,515 38,198 34,431 30,119 29,190

（３）

（４）

（５） 62,020 30,500 15,000 32,500

（６） 8,265 6,998 7,596 7,596

（７） 33

２ (G) 301,490 279,804 226,146 303,165 202,512 211,631 206,644 200,551 188,207 165,924 140,778 132,418

（１） 159,875 127,360 63,768 130,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

14,795 15,078 15,124 15,124 15,124 15,124 15,124 15,124 15,124 15,124 15,124 15,124

（２） (H) 141,615 152,444 162,378 173,165 182,512 191,631 186,644 180,551 168,207 145,924 120,778 112,418

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 123,116 △ 116,027 △ 136,211 △ 146,610 △ 148,290 △ 150,119 △ 152,076 △ 154,036 △ 150,009 △ 131,493 △ 110,659 △ 103,228

平成37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成34年度 平成35年度 平成36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
平成37年度本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

(J) △ 3,474 15,095 △ 10,464 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 3,843 369 15,464 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(M)

(N) 369 15,464 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(O)

(P) 369 15,464 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 94,233 97,692 96,417 96,513 96,610 96,706 96,803 96,900 96,997 97,094 97,191 97,288

（T)

(U)

(V) 94,233 97,692 96,417 96,513 96,610 96,706 96,803 96,900 96,997 97,094 97,191 97,288

(W)

(X) 2,372,827 2,273,983 2,146,305 2,023,140 1,845,628 1,658,997 1,477,353 1,296,802 1,128,595 982,671 861,893 749,475

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

177,737 184,342 174,200 191,620 189,703 187,806 185,928 184,069 176,412 154,680 131,416 122,237

177,737 184,342 174,200 191,620 189,703 187,806 185,928 184,069 176,412 154,680 131,416 122,237

36,289 72,646 32,639 66,459 49,222 56,512 49,568 46,515 38,198 34,431 30,119 29,190

9,886 10,106 32,475 34,633 36,502 38,322 37,325 35,869 33,400 28,944 23,916 22,244

26,403 62,540 164 31,826 12,720 18,190 12,243 10,646 4,798 5,487 6,203 6,946

214,026 256,988 206,839 258,079 238,925 244,318 235,496 230,584 214,610 189,111 161,535 151,427

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 92.5 93.0

赤 字 比 率 （ ×100 ）

93.8 94.6 95.8 96.0

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

88.1 91.6 89.3 87.3 89.1 91.4

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

平成36年度 平成37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成33年度 平成34年度 平成35年度
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